
１．プランを推進するにあたっての大目標：「安全・安心の確保に関する課題への対応」（施策目標9－4）
概要： 安全かつ豊かで質の高い国民生活を実現するため、「地震調査研究の推進について（第３期）」（令和元年５月31日

地震調査研究推進本部）や「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次）の推進について（建
議）」（令和５年12月22日 科学技術・学術審議会）、「火山調査研究の推進について―火山に関する観測、測量、調
査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策― 中間取りまとめ」（令和７年３月28日 火山調査研究推
進本部）等に基づき、地震等の自然災害から国民の生命及び財産を守るための研究開発等を行い、これらの成果
を社会に還元する。

２－１ ．プログラム名：防災科学技術分野研究開発プログラム（達成目標2、3）
概要：自然災害を観測・予測することにより、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力の向上と社会の持続的発

展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リスク評価手法の高度化を図る（達
成目標２）。自然災害発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続的発展を
保つためには、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る（達成目標３）。

【対象となる研究開発課題】
南海トラフ地震等巨大地震災害の被害最小化及び迅速な復旧・復興に資する地震防災研究プロジェクト、情報科学を活

用した地震調査研究プロジェクト、情報科学を活用した地震活動・地震動評価技術の高度化（仮称）、次世代火山研究・人
材育成総合プロジェクト、火山ハザード対策に向けた研究・人材育成プロジェクト（仮称）

上位施策：第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日閣議決定）
第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
１．国民の安心と安全を確保する持続可能で強靭な社会への変革
（３）レジリエントで安全・安心な社会の構築

頻発化・激甚化する自然災害に対し、先端ＩＣＴに加え、人文・社会科学の知見も活用した総合的な防災力の発揮により、適切な避難行動等による逃
げ遅れ被害の最小化、市民生活や経済の早期の復旧・復興が図られるレジリエントな社会を構築する。

国際的な枠組みを踏まえた地震・津波等に係る取組も含め、自然災害に対する予防、観測・予測、応急対応、復旧・復興の各プロセスにおいて、気候
変動も考慮した対策水準の高度化に向けた研究開発や、それに必要な観測体制の強化や研究施設の整備等を進め、特に先端ICT等を活用したレジリ
エンスの強化を重点的に実施する。

【防災科学技術分野研究開発プラン】（改訂案）

２－２ ．プログラム名：防災科学技術分野研究開発プログラム（達成目標１）
概要：地震調査研究を推進し、成果を活用する。
【対象となる研究開発課題】

南海トラフ海底地震津波観測網の構築

令和７年１２月２２日
防災科学技術委員会

改訂案

資料4－2－1
科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会

防災科学技術委員会（第66回）
令和７年12⽉22⽇

1



2031～
(FY13～)

2030
(FY12)

2029
(FY11)

2028
(FY10)

2027
(FY9)

2026
(FY8)

2025
(FY7)

2024
(FY6)

2023
(FY5)

2022
(FY4)

2021
(FY3)

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標（プログラム2－１、2－2共通）

〇アウトプット指標： （1）基盤的観測体制の整備（稼働率）、火山データの一元化、極端気象災害や複合連鎖型災害の発生過程の解明、データ公開の充実 / （2）普及型耐震工法の確
立、IoT等を用いた測定技術の開発、災害に強いまちづくりへの寄与 / （3）防災リテラシー向上のための教育・啓発手法の開発及びそれによる被害軽減効果の定
量化の確立 （4）査読付き論文数、研究成果報道発表数

〇アウトカム指標：（1）被害の軽減につながる予測手法の確立 / （2）建築物・インフラの耐災害性の向上 / （3）自然災害の不確実性と社会の多様性を踏まえたリスク評価手法の確立

・ 被 害 の 軽
減につなが
る予測手法
の確立

・建築物・イ
ンフラの耐
災害性の
向上

・自然災害
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性と社会の
多様性を踏
まえたリス
ク評価手法
の確立

・発災後の
早期の被
害把握

・迅速な早
期の復旧

・防災業務
手順の標
準化・適応
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災害等を考
慮した発災
後 早 期 の
被 害 推 定
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把握・予測
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・災害情報を
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ムで推定・
予 測 ・ 収
集・共有し、
被 害 最 小
化 や 早 期
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げる技術の
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・ 発 災 直 後
の 応 急 対
応から被災
者 の 生 活
再 建 支 援
等を含む復
旧・復興対
策に必要な
研究開発

【防災科学技術分野研究開発プラン／防災科学技術研究開発プログラム】
防災科学技術委員会

プログラム２－１

プログラム２－２

後

首都圏を中心
としたレジリエ
ンス総合力向
上プロジェクト

防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト

後

情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト
概要：情報科学と地震学が融合した研究を進め、これまで蓄積してきた莫大な地震関連データを
活用した新たな地震調査研究のアプローチの創出を図る

後

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
概要：火山研究を持続的に発展させ、今後10年間で火山研究及び人材育成の一体的な強化を図
り、火山災害の軽減に貢献

後

南海トラフ海底地震津波観測網の構築 （海底地震・津波観測網の構築・運

用の一部として実施）
概要：地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備えたリアルタイム観測可能な
高密度海域ネットワークシステムを開発・製作し、南海トラフ地震想定震源域の西側にあ
る高知県沖～日向灘にかけて、観測網を敷設

後

地震防災研究戦略プロジェクト
今後、地震・津波の切迫性が高い又は調査が不十分とされる地域における
地震防災プロジェクトや、地域の防災力向上のための調査研究等を実施

中

南海トラフ地震等巨大地震災害の被害最小化及び迅速な復旧・復興に資す
る地震防災研究プロジェクト 概要：海溝型巨大地震である南海トラフ地震等巨大地震災害
に関して、「南海トラフ地震の評価手法高度化と他地域への展開」及び「広域連鎖災害への事前対
策の加速」を柱に、自然科学と人文・社会科学の知を結集した地震防災研究を推進する。

後中

情報科学を活用した地震活動・地震動評価技術の高度化（仮称）プロジェクト

中 後

火山ハザード対策に向けた研究・人材育成プロジェクト（仮称）

中 中 後
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「安全・安心の確保に関する課題への対応」（施策目標9－4）
概要： 安全かつ豊かで質の高い国民生活を実現するため、「地震調査研究の推進について（第３期）」（令和元年５月31日

地震調査研究推進本部）や「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次）の推進について（建
議）」（令和５年12月22日 科学技術・学術審議会）、「火山調査研究の推進について―火山に関する観測、測量、調
査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策― 中間取りまとめ」（令和７年３月28日 火山調査研究推
進本部）等に基づき、地震等の自然災害から国民の生命及び財産を守るための研究開発等を行い、これらの成果
を社会に還元する。

２－１ ．プログラム名：防災科学技術分野研究開発プログラム（達成目標2、3）
概要：自然災害を観測・予測することにより、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力の向上と社会の持続的発

展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リスク評価手法の高度化を図る（達
成目標２）。自然災害発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続的発展を
保つためには、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る（達成目標３）。

【対象となる研究開発課題】
南海トラフ地震等巨大地震災害の被害最小化及び迅速な復旧・復興に資する地震防災研究プロジェクト、情報科学を活

用した地震調査研究プロジェクト、情報科学を活用した地震活動・地震動評価技術の高度化（仮称）、次世代火山研究・人
材育成総合プロジェクト、火山ハザード対策に向けた研究・人材育成プロジェクト（仮称）

上位施策：第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日閣議決定）
第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
１．国民の安心と安全を確保する持続可能で強靭な社会への変革
（３）レジリエントで安全・安心な社会の構築

頻発化・激甚化する自然災害に対し、先端ＩＣＴに加え、人文・社会科学の知見も活用した総合的な防災力の発揮により、適切な避難行動等による逃
げ遅れ被害の最小化、市民生活や経済の早期の復旧・復興が図られるレジリエントな社会を構築する。

国際的な枠組みを踏まえた地震・津波等に係る取組も含め、自然災害に対する予防、観測・予測、応急対応、復旧・復興の各プロセスにおいて、気候
変動も考慮した対策水準の高度化に向けた研究開発や、それに必要な観測体制の強化や研究施設の整備等を進め、特に先端ICT等を活用したレジリ
エンスの強化を重点的に実施する。

【防災科学技術分野研究開発プラン】

２－２ ．プログラム名：防災科学技術分野研究開発プログラム（達成目標１）
概要：地震調査研究を推進し、成果を活用する。
【対象となる研究開発課題】

南海トラフ海底地震津波観測網の構築

令和７年７月３１日
防災科学技術委員会
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○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標（プログラム2－１、2－2共通）

〇アウトプット指標： （1）基盤的観測体制の整備（稼働率）、火山データの一元化、極端気象災害や複合連鎖型災害の発生過程の解明、データ公開の充実 / （2）普及型耐震工法の確
立、IoT等を用いた測定技術の開発、災害に強いまちづくりへの寄与 / （3）防災リテラシー向上のための教育・啓発手法の開発及びそれによる被害軽減効果の定
量化の確立 （4）査読付き論文数、研究成果報道発表数

〇アウトカム指標：（1）被害の軽減につながる予測手法の確立 / （2）建築物・インフラの耐災害性の向上 / （3）自然災害の不確実性と社会の多様性を踏まえたリスク評価手法の確立
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【防災科学技術分野研究開発プラン／防災科学技術研究開発プログラム】
防災科学技術委員会

プログラム２－１

プログラム２－２

後

首都圏を中心
としたレジリエ
ンス総合力向
上プロジェクト

防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト

後

情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト
概要：情報科学と地震学が融合した研究を進め、これまで蓄積してきた莫大な地震関連データを
活用した新たな地震調査研究のアプローチの創出を図る

後

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
概要：火山研究を持続的に発展させ、今後10年間で火山研究及び人材育成の一体的な強化を図
り、火山災害の軽減に貢献

後

南海トラフ海底地震津波観測網の構築 （海底地震・津波観測網

の構築・運用の一部として実施）
概要：地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備えたリアルタイム
観測可能な高密度海域ネットワークシステムを開発・製作し、南海トラフ地震
想定震源域の西側にある高知県沖～日向灘にかけて、観測網を敷設

後

地震防災研究戦略プロジェクト
今後、地震・津波の切迫性が高い又は調査が不十分とされる地域における
地震防災プロジェクトや、地域の防災力向上のための調査研究等を実施

中

南海トラフ地震等巨大地震災害の被害最小化及び迅速な復旧・復興に資す
る地震防災研究プロジェクト 概要：海溝型巨大地震である南海トラフ地震等巨大地震災害
に関して、「南海トラフ地震の評価手法高度化と他地域への展開」及び「広域連鎖災害への事前対
策の加速」を柱に、自然科学と人文・社会科学の知を結集した地震防災研究を推進する。

後中

情報科学を活用した地震活動・地震動評価技術の高度化（仮称）プロジェクト

中 後

火山ハザード対策に向けた研究・人材育成プロジェクト（仮称）

中 中 後
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